
 
 

等を調べる必要があるため、潜在的な地質リスクを

評価することには向いていない。一方、AMIは斜面崩

壊のしやすさではなく、崩壊した時の土砂の流動性

を示している点が特徴といえる。また，AMIの算出に

は特別な機械や処理を必要とせず、JIS規格で定めら

れた一般的な土質試験の値から求めることができる。

しかし前述の通り、国内の適用事例が少ない点につ

いては、①斜面災害調査では一部の土質試験が行わ

れない場合が多い、②米国と比べて我が国の地質が

非常に複雑であるため解釈が難しい、の２点が理由

として考えられる。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 =  
𝑊𝑊𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠(飽和時含水比）

𝑊𝑊𝑊𝑊𝐿𝐿𝐿𝐿(液性限界,％）
 ⋯式(1) 

  

 AMIを求める計算式を式(1)に示したが、収集した

崩壊事例の中には、前述の通り土質試験の一部が実

施されていないものがある。その場合は地盤工学会

で示されている一般値を代入するか、Matsuo et 

al(1970)やKek et al(2021)の換算式を用いて代入

値を推定してAMIを算出した。本検討では、崩壊の要

因（地震か降雨）や地質（火山性か非火山性など）

等の、全国の土砂災害事例から、土砂の流動性につ

いての報告があった21事例，合計173試料のAMIを算

出した。 

 

３．結果 

AMIの値は図-2で示すように、赤線と黒線に区切ら

れた３領域中に位置する範囲で、それぞれ流動特性

が異なると定義されている。境界値となるAMIはそれ

ぞれ、黒線=0.45、赤線=1.0であり、各領域の流動特

性は表のように示されている。 

結果は全体的に約８割の試料が1.0以上を示して

おり、その他についても0.45〜1.0の範囲に収まって

いた。このことは実事例とAMIが大きく乖離していな

いことを示している。また、図-2中にエラーバーで

表示されている推定幅についても、0.45以下の範囲

に及んでいないことから、換算値を用いた推定値で

も結果に大きな影響を与えないことがわかった。さ

らに、火山性地質（青丸と橙丸）の試料のAMIは0.9

〜3.0で、非火山性地質に比べると高い流動性を示す

傾向が確認された。 

改めて式(１)で示している式について考察すると、

AMIは水の量比を示しており、分子は自然斜面の最大

保水量、分母は崩壊後の流動性が維持できる最小の

保水量と解釈できる。つまりAMIの値が大きいほど、

崩壊した土砂の撹乱・排水の時間が長くなり、土砂

の移動距離が長くなると解釈でき、整理した結果と

実際の土砂動態と整合的であったといえる。 

 

 ４．まとめ 

 AMIは米国で提唱されたものであるが、物性値が示

す意味を考慮すると、複雑に地質が分布し、湿潤な

気候帯に属する我が国においても、崩壊土砂の流動

性評価に適用できる可能性が示された。一方、推定

値を使用する場合は誤差の扱いに注意が必要である。

今後、地形条件なども含め、さらなる検討を進める

予定である。 

表 AMIの値の範囲による流動特性 

 

図-2 地質の違いによるAMIの分布 

赤線がAMI=1.0, 黒線がAMI=0.45， 

青・橙丸：火山性地質，灰丸：非火山性地質 
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豪雨による道路土工構造物

の洗掘及び斜面崩壊等が交

通機能へ及ぼす影響分析
研究期間：令和３年度～

道路構造物研究部 道路基盤研究室

吉川 昌宏 渡邊 一弘 青山 淳 北島 大樹

（キーワード） 道路土工構造物、洗掘、豪雨、斜面崩壊、道路機能

１．はじめに

近年の激甚化する豪雨による洗掘及び斜面崩壊等

の災害により道路土工構造物の損壊等が生じ、道路

の交通機能を喪失する事象が多く発生している。

本研究では、直轄国道の豪雨等による災害復旧事

業として申請・採択された、洗掘（平成 年度～令

和 年度の 箇所）及び道路斜面崩壊等（令和元年

度～令和 年度の 箇所：盛土法面・切土法面崩

壊、土砂流入、斜面崩壊）による被災形態を対象に、

交通機能への影響度（通行規制の状況）について分

析を行った。

２．道路土工構造物の洗掘について

河川に隣接する道路の洗掘被災は、被災要因に着

目すると、河床洗掘による被災と護岸天端からの侵

食による全面通行止が多く発生している。特に河床

洗掘の発生しやすい外湾部（河川の湾曲部の河道中

央の線形に対して外岸側に立地する道路）は、被災

後 週間以内に一般車両の通行ができない割合が、

割程度と高い。このため上記の被災形態を対象に、

代表する 箇所（北海道・岐阜・広島・大分・熊本）

を選定し、被災箇所を含む一連区間（約 ）につい

て、航空レーザー測量による地形図を活用しつつ既

存資料の確認及び現地調査を行い、区間内の被災箇

所と非被災箇所を比較することで、被災リスクの高

い条件を抽出した。

河床洗掘による被災

河床洗掘状況の把握は、流水が多い場合、洗掘箇

所を直接確認することが容易でないため、河床低下

の原因の つとなる砂州の発達に着目し、比較的容易

な手法として過去の航空写真により砂州の経年変化

の分析を行った。この結果、被災箇所の対岸に砂州

が発達している箇所では、砂州が発達していない箇

所と比較して約 倍程度高い割合で被災している状

況であった（図 ）。このため砂州の経年変化を観

察することは、被災リスクを低減するための点検手

法の つとして有効と考えられる。

護岸天端からの侵食による被災

豪雨時の被災水位 と護岸構造に着目し分析

を行った結果、護岸天端より上部に土羽を有する構

造は、土羽が無い構造より被災を受けやすく（図 ）、

また、洪水時の水位が護岸天端を超過した場合、全

ての箇所で被災が発生していた。今後は、同様な箇

所が多いことから、被災の可能性の高い条件を絞り

込んで対策手法を検討していく必要がある。

対岸砂州発達有 対岸砂州発達無
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Ⅰ：河床洗掘による被災（例）

図 砂州の発達による洗掘被災の事例

図 豪雨による水位上昇における被災事例
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３．道路の斜面崩壊等について 

被災形態と交通機能への影響度の関係は、渓流等

からの土砂流入及び斜面崩壊が発生した場合、全面

通行止となる可能性が高く、特に土砂流入が発生し

た場合は、殆どが全面通行止となる傾向であった。

また、集水地形の箇所は、いずれの被災形態におい

ても全面通行止めの割合が高い結果であった。この

ため上記の被災形態を対象に、代表する9箇所（土砂

流入：岩手・福島・神奈川・熊本・鹿児島、斜面崩

壊：神奈川・山梨・大分・鹿児島）を選定し、被災

箇所を含む一連区間（約1km）を検討区間とした。こ

れらの区間について、航空レーザー測量による地形

図を活用しつつ既存資料の確認及び現地調査を行い、

土砂等が車道部に到達したか否かを判断材料として

被災箇所と非被災箇所を比較することで、被災リス

クの高い条件を抽出した。 

(1) 土砂流入による被災 

土砂流入による被災は、渓流の集水面積・距離等

を整理し分析した。渓流の勾配は、土砂移動の形態

の渓床勾配による目安（図-3）を参考に、土砂堆積

が開始される堆積区間の勾配15°に着目し、図-3に

赤字で示す背後勾配、背後距離、渓流内平均勾配を

設定し、その区間距離を整理した。 

この結果、背後距離と背後勾配の関係に着目する

と、背後距離が100m以上の場合は、車道部に土砂が

到達しない傾向であった（図-4）。また、渓流の集

水面積と渓流内平均勾配の関係は、渓流内平均勾配

が概ね25°程度で被災箇所と非被災箇所の区分が

できる傾向であった（図-5）。 

(2) 斜面崩壊による被災 

斜面崩壊による被災は、斜面の面積・勾配・集水

地形の状況等を整理し分析した。その結果、概ね斜

面の平均勾配が25°未満かつ斜面の集水面積が

15,000m2未満の場合、全ての箇所で車道部に土砂が

到達しなかった。一方、概ね斜面の平均勾配が20°

以上の条件で集水面積が15,000m2以上の場合は、車

道部に土砂が到達する割合が高いものとなった（図

-6）。なお、本研究で得られた土砂流入及び斜面崩

壊に関する知見は、抽出した代表区間における傾向 

背後距離 ：車道部端から渓床勾配15未満までの距離
背後勾配 ：渓床の勾配15°
渓流内平均勾配：渓床の勾配15以上から尾根の上流端までの平均勾配

背後距離 渓流内平均勾配

背後勾配
15°車道部端

車道部

 

図-3 土砂流入における整理項目の設定 
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図-4 背後距離と背後勾
配 

図-5 集水面積と渓流内
平均勾配 
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図-6 集水面積と斜面平均勾配 

であり、様々な現地条件下での適用性については引

き続き検討が必要と考える。 

 

４．まとめ 

近年の豪雨等による直轄国道の被災事例を対象と

した交通機能への影響分析の結果、河川の外湾部に

立地する区間や、背後斜面の勾配が一定以上で集水

面積が大きい区間など、被災リスクの高い条件に関

する知見を得た。なお、これらの分析結果の一部は

抽出した代表区間におけるものであり、今後も引き

続き被災事例の収集及び分析を継続し、得られた知

見を技術基準類等へ反映していくこととしている。 

☞詳細情報はこちら 

土木技術資料 豪雨による道路土工構造物の洗掘及

び道路斜面崩壊等の被害における交通機能への影響
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地震直後における構造物被害の

規模感を把握するための研究
研究期間：平成 年度～

道路構造物研究部 道路地震防災研究室

中川 拓真 中尾 吉宏 長屋 和宏

（キーワード） 災害対応、被災把握、加速度応答スペクトル

１．はじめに

大規模な地震が発生すると、道路管理者は被災状

況を把握するためパトロールを実施するが、被害が

確認できるまでには時間を要するため、情報空白期

が生じてしまう。

国総研では、情報空白期における被害把握に関す

る取り組みの一環として、加速度応答スペクトルに

着目した構造物被害の規模感の推定情報（以下「ス

ペクトル分析情報」という。）を地震発生後約 分で

災害対応従事者等に自動配信する取組を試行してい

る。本稿ではスペクトル分析情報の概要について紹

介する。

２．スペクトル分析情報の背景・概要

地震発生直後に得られる情報の一つとして震度が

あるが、震度を算出する上で影響が大きい地震動の

周期と、強い揺れにより土木構造物が影響を受ける

固有周期は異なることから、震度と土木構造物の重

大被害は必ずしも一致しないことが指摘されている。

そこで本研究では、地震動を様々な固有周期の構

造物に作用させて算出した弾性応答の最大応答加速

度を表す加速度応答スペクトルのうち、構造物被害

と相関の高い ～ 秒の固有周期に着目することで、

構造物の被害の規模感を把握できるのではないかと

考えた。具体的には、被害が限定的であった既往地

震で得られた加速度応答スペクトルを基に定めた

「被害発生ライン」と、新たに地震が発生した際、

全国各地の地震計で観測された地震動の加速度応答

スペクトルを比較することで、発生地震による構造

物被害の規模感を把握する方法である（図 参照）。

このようなスペクトル分析情報を自動で作成・配信

するシステムを構築し、自動配信を実施している。
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図 スペクトル分析情報の一例
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